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　1　頻発する“政教訴訟”と混乱（序に代えて）
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る。「大統領は 5 月の第 1 木曜日を国民祈祷の日と定め，声明を発するものと
する。アメリカ合衆国国民は，当該日において，教会（church）における祈り
や黙想により，グループで，そして個人として神に心を向ける（turn to God）
ものとする。」（36 U. S. C. 119）
 この国民祈祷の日の制定が，合衆国憲法修正第 1 条「国教禁止条項」に違反
とする Freedom from Religious Foundation（原告）によって訴えられた。この
FFRF とは 1,700 人を超える無神論者や不可知論者からなる非営利団体で，ウィ
スコンシン州の州都マディソンに本部を置き，団体設立の目的を「憲法原則で

















　国民祈祷の日の制定を違憲とする FFRF の訴えに対し，シカゴ連邦第 7 巡回
裁判所は，2011 年 4 月 14 日，原告不適格を事由として門前払い（3－0）にした。
FFRF は，直ちにこの決定に抗議する。「“教会での祈りにより神に心を向けよ”





らない』とする合衆国憲法修正第 1 条において，“ 法律を制定してはならない ”
とは，文字通り “いかなる” 法律も作ってはならないことを意味する」と（5）。
　国民祈祷の日ばかりではない。FFRF は，国のモットーである “In God We 
Trust” の法制化について，また公立学校で朗誦される「忠誠の誓い」（“under 
God” は 1954 年に挿入）法制化についても，全米規模での提訴を繰り広げて
いる。
　FFRF が訴訟を活発化しているのには理由があったのだ。例えば次のようで









































































要請を受け入れたことからすれば，“any national religion” とは “連邦” が定立す
る “いずれの教会も”，と解することが自然である。それは，後に Madison が
メンバーとして加わった特別委員会（Select Committee）の 8 月 15 日の議論
でマサチューセッツ代表の Gerry（Elbridge,）は Madison が選択した “national”
を批判して，「憲法が国民政府を伴った 1 つの国民国家を創設したとの誤解を
招く。“national” という文言を憲法という重要文書に置くことになれば象徴的



















行規定の修正第 1 条が上院において最終的に承認を得たのは Madison 原案が
起草されてから 4 ヶ月近くが経った 9 月 25 日のことであった。
　「連邦議会は国教を定めることに関する法律，あるいは自由な宗教活動を
禁止する法律を制定してはならない。（Congress shall make no law respecting an 
establishment of religion, or prohibiting the free exercise thereof;）」
　最終案（現行規定）は “an” や “respecting” といった曖昧な文言が採用され
ることになった。これが制定から 220 年を経た今日になっても司法判断にブレ
が生じる主たる原因にもなっているのだ。
　“an” を選択したことについて，Malbin（Michael J.）は “Religion and Politics 
－the Intentions of the Authors of the First Amendment－ ” の中で次のように記
述している。「“an” establishment では宗教への非差別的援助の合法性を確保し
たことになる。仮に制定者が『 “the” establishment を禁じる』を選択したとな




遇を禁じたと解される根拠となる。しかし “an” establishment としたことは，
起草者が特定の宗派（sect）の利害促進を図るような公的活動に限って禁止す
ることを意図していた。」（18）
　次に “respecting”（～に関する）についてである。Malbin は “respecting” が










容からもこの説には妥当性があると思われる。ちなみに，前 2 名は修正第 1 条
確定後 42 年を経過した 1833 年まで公認教会制を維持したマサチューセッツか
らの委員であり，中 2 名はコネティカット州で同州 1818 年まで，後の 1 名の
ニューハンプシャー州も 1819 年まで公認教会制を継続している。それは正し
く合衆国修正第 1 条により，「連邦議会は “州の国教に影響を与える” いかなる
法律も可決することも禁じられていた」からである。
　加えて，前述の北西部合衆国領条例と特別委員会の関わりについても留意
しなければならない。合衆国憲法が起草される 1787 年 9 月 17 日に先立って，
合衆国連合議会（Congress）は 7 月 13 日「オハイオ河北西部の合衆国領地の
統治に関する条例（An  Ordinance for the Government of the Territory of United 
States Northwest of the River of the Ohio）」を制定した。この条例は連合規約及
びパリ条約の批准（1784 年）により合衆国にはアレゲニー山脈以西の広大な
土地が連合領（公有地）として委譲されることになったが，その統治方法を定
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誤認であろう。前述のように，Madison 案は撤回され，修正第 1 条はアンチ・フェ
デラリスト主導の下で草案されたのである。もちろん，Jefferson については，
書簡によって Madison と通じていたとしても，この時期は駐仏公使として離
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　修正第 1 条の具体的審議については 1789 年 6 月 7 日から始まったことは前
述した通りである。これから 2 ヶ月足らず前の 4 月 15 日，連邦上下両院は「議
会専属牧師の選出方法を検討する委員会」が作成した案を承認する。この委員
会には合衆国憲法の起草に参画し，更には修正第 1 条起草のための特別委員会









FFRF が国民祈祷の日と共に，訴訟の対象としている “In God We Trust” 並び
に “Under God” について論じることにする。
　“In God We Trust”（＝われわれは神を信じる）は，アメリカの全ての硬貨並
びに紙幣に刻印されているに留まらない。連邦上院議場の中央扉の上部に，ま
た下院議長席の裏面に，そして全米の多くの法廷内にも刻まれている。この “In 
佐藤圭一20130212.indd   9 2013/03/14   13:49:37
─ 90 ─
アメリカにおける「国教禁止条項と“宗教的文言の公式表示”」の関係について：再考（佐藤）
God We Trust” が全貨幣に使用を義務付けたのは 1955 年のことである。「…“In 
God We Trust” のモットーは，すべての貨幣に刻印されなければならない」（31 
U. S. C. Section 324）　
　“In God We Trust” の初出はアメリカ国歌「星条旗よ永遠なれ！」の第四小
節目 ‘In God is our trust’ に由来するが，貨幣刻印の要請は南北戦争開始直後の









貨に刻印して宣言すべきである」との書簡を送った。“God Our Trust” や “God 
and Our Country” と文言も提案されたが，最終的に選定されたのが “In God We 
Trust” であった（27）。ちなみに，アメリカ最初の硬貨の鋳造は 1787 年であり，
その当時の文言は Benjamin Franklin が創作したいかにも彼らしい “Fugio” and 
“Mind Your Business”（＝時は金なり，仕事に集中せよ！）であった。
　硬貨だけでなく紙幣にも “In God We Trust” が刻印されるのは，既述したよ
うにそれから 1 世紀ほど経過した 1955 年のことである。同年の上院のレポー
トには次のように記載されている。「1861 年以来，アメリカ合衆国政府は通貨
を発行しているが，このほぼ 1 世紀にも及んで，通貨には何らの精神的基礎を
持つアメリカの生活様式（American way of life）を表す銘刻が施されてはいな










する “In God We Trust” を共有し，後世に伝えて行かなければならない。」（29）
　1955 年に Eisenhower 大統領が “In God We Trust” を全ての通貨に刻印する
ための法案（＝ Public Law 140，Public Law 851）に署名した。更に翌年（1956 年）
には “In God We Trust” を，それまでの “E Pluribus Unium”（＝多から一つへ）
に代えて国のモットーとする法案に署名している。




　続いて “Under God” である。連邦議会が「忠誠の誓い（Pledge of Allegiance）」







　米ソ冷戦が “ 過熱化 ” する中で「忠誠の誓い」の文言の中に “Under God” を
挿入すべきとの動きが現れたのだった。そして議会での動きは 1954 年 Lincoln




メリカの生活様式（American way of life）を特徴付ける決定的な事柄の欠落で
ある。… アメリカの生活様式を決定するものこそは神の御心である」（31）
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　続いて Docherty 師と教区を同じくするミシガン州選出の Oakman（Charles,）















　そうした国民そして議会からの要請に応じ，1954 年 6 月 14 日（国旗制定記








Columbus の新大陸発見 400 年を祝う行事の一環としてボストンに本拠を置く
雑誌社が発行するの “The Youth’s Companion” に掲載された記事に遡る（1892
年 9 月 8 日付）。「誓い」を執筆した人物の特定については議論があったが，現
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り，全ての人に自由と正義を与える。」（“I pledge allegiance to my flag and to the 
Republic for which it stands, one Nation indivisible, with liberty and justice for all”）
　その後，1923 年 6 月 14 日には国旗評議会（National Flag Conference）が
「わが国旗」を「アメリカ合衆国の旗」に変更。（“I pledge allegiance to the 
flag of the United States of America, and to the Republic for which it stands, one 
Nation indivisible, with liberty and justice for all”）（1942 年連邦議会承認）。更
に，既述したように「神の下」が，連邦議会の決議により付け加えられ
（1954 年），現行のものとなった。“I pledge allegiance to the flag of the United 
States of America, and to the Republic for which it stands, one Nation “under God”, 





繋がると考えていた」（35）というのだ。もちろん，Bellamy の死は “Under God”
を入れる前（1931 年 8 月没）であり，真偽のほどは定かではない。しかしな
がら，「忠誠の誓い」が初出したアメリカは世紀転換期である。夥しい数の移
民が押し寄せ，資本主義興隆によってもたらされた精神的混乱が第 3 次信仰復





　いずれにせよ，1952 年に制定された国民祈祷の日，そして 1955 年に全ての





















ントとなったのだ。但し，その Black 判事をしても，同判決から 5 年（“Under 
God” 挿入から 8 年）を経過した裁判においても “アメリカの宗教的特性” を認
めているのである。




（Schempp 判決，1963 年）（37）「“so help me God” や “God save the United States 
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　状況が一転したのは，1983 年の Brennan 判事の次の言葉が端緒となったと
考えられる。「“God save the United  States and this Honorable Court”，“In God 
We Trust”，“One Nation under God” のようなモットーは国教禁止条項に適合し
ている。それはそうしたモットーの重要性が低減したからではない。いかなる
4 4 4 4
宗教的意味合いをも喪失した





　しかしながら，Brennan 判事は 20 年前の（前出の）Schempp 判決（1963 年）
では以下のように述べている。「国教禁止条項は宗教上の教義と偶然にも一致
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
する
4 4











































































































1989 年の Allegheny 判決では郡庁舎内に展示された同じキリスト降誕場面画像






る “観察者” 判断を裁判官が忖度しているに過ぎない。従って，想定する “観察
者” の立ち位置は裁判官の思想傾向や信条によって変わることからも，それに
よって導き出された結論も応じて揺れ動くことは当然の帰結であるといえる。
　「忠誠の誓い」でも同様である。2010 年のサンフランシスコ連邦第 9 巡回裁
判所の法廷意見は，“Under God” 挿入について，「誓いに “Under God” の文言
を置いたことが，（忠誠の誓い並びに “under God” 挿入）の歴史を知らない生
徒には，一神教の特定の神に限って言及しているように思われてしまっている
ことについては，われわれ（裁判官）も理解している。しかしながら，“理性





























なぜ，“宗教性” だけに限って消えてしまうのか。そもそも，この 2 つは “In 







































た。そのことは反共産主義から発した “In God We Trust” や “Under God” 等に
も影響を与えるものと考えられた。しなしながら，2001 年 9 月 11 日に事態
は急変する。「9・11 同時多発テロ」発生直後からのアメリカでは「“神の下
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